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非開示理由等 所管局部課等

1 R4.3.25 R4.5.23

常勤職員の兼業に係る兼業実
績報告一覧表（令和元年度か
ら令和３年度まで）

3 1 1

個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるため。また、特定の個人を識別することはでき
ないが、公にすることにより、なお個人の権利利益
を害するおそれがあるため。

中央卸売市場管
理部総務課

決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方
＜決定区分＞
・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）
のうち、該当する項目に「１」を記入しています。
＜（根拠規定）条例7条＞
・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入し
ています。

＜公文書の件名＞について
・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情


